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証券コード　1999

平成28年９月12日

株 主 各 位
福 岡 県 朝 倉 市 下 渕 4 7 2 番 地

サイタホールディングス株式会社

代表取締役社長 才 田 善 之

第61期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　本年４月の熊本地震により被災された株主の皆様には、心よりお見
舞い申しあげますとともに、一日も早い復興をお祈り申しあげます。
　さて、当社第61期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関す
る参考書類」をご検討いただき、お手数ながら同封の委任状用紙に議案に対する
賛否をご表示、ご押印のうえ、ご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年９月29日（木曜日）午前10時
２．場 所 福岡県朝倉市下渕472番地

当社２階会議室
３．会議の目的事項

報 告 事 項 １．第61期（平成27年７月１日から平成28年６月30日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第61期（平成27年７月１日から平成28年６月30日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 補欠監査役１名選任の件

※議案の概要は、後記「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」（40頁
から41頁まで）に記載のとおりであります。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申しあげます。

 ◎事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正すべき事項が生じた場合は、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（http://www.saita-hd.co.jp）に掲載させ
ていただきます。

－ 1 －

表紙
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成27年７月１日から
平成28年６月30日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

　①  事業の経過及びその成果

　　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による各種経済対策や日銀

による金融緩和政策等の効果により企業業績や雇用情勢の回復基調が続い

ているものの、英国のＥＵ離脱による金融市場への影響、中国や新興国の

景気減速の影響が懸念されるなど、先行きの不透明感が続くものと思われ

ます。

　　当社グループの主力事業であります建設業界は、東日本大震災、平成28

年熊本地震関連の復旧工事や2020年開催の東京オリンピック関連の建設・

インフラ整備事業等の公共工事が一部地域においては引き続き期待できる

ものの、全体的に公共工事は減少傾向が続くものと予想され、経営環境は

依然として厳しい状況が続いております。

　　このような状況のもと、当社グループは、経営の二本柱であります建設

事業及び砕石事業におきましては、独自の技術力・商品力を活かした積極

的な営業活動を行うとともに経営の効率化を推進してまいりました。また、

第三の柱となるべき酒類事業、環境事業におきましても当社グループ経営

に寄与すべく努力を重ねてまいりました。

　　この結果、当連結会計年度の売上高は39億８千６百万円（前連結会計年

度比9.5％減）となりました。

　　損益面におきましては、売上高の減少、販売費及び一般管理費の増加並

びに在外子会社における為替差損の発生等により、経常損失１億３千１百

万円（前連結会計年度は１億２千８百万円の経常利益）、親会社株主に帰

属する当期純損失１億７千５百万円（前連結会計年度は７千７百万円の親

会社株主に帰属する当期純利益）となりました。

　　以上のとおり、当期の業績が大幅な損失になりましたことをご支援いた

だいております株主の皆様に対しまして、深くお詫び申しあげるとともに、

当期の配当につきましては、財務体質の改善を進めるため、誠に遺憾なが

ら無配とさせていただくことといたしました。早期の復配を目指し業績向

上に努める所存でございますので、ご理解を賜りますようお願い申しあげ

ます。

　　事業部門別の状況は、次のとおりであります。
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事業の経過及びその成果
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【建設事業部門】

　　建設業界は依然として厳しい環境にありますものの、全社一体となって

受注活動に努めてまいりました結果、当連結会計年度の受注高は20億６千

３百万円（前連結会計年度比54.5％増）となりました。

　　受注工事の主なものは、福岡202号春吉橋迂回路橋下部工(P1)工事、国道

322号八丁峠道路トンネル（朝倉側）新設工事、矢部川中島地区築堤及び市

道付替受託合併工事等であります。

　　また、売上高は16億６千９百万円（前連結会計年度比18.3％減）となり

ました。

　　当連結会計年度における受注高、売上高及び繰越高は、次のとおりであ

ります。

当連結会計年度の受注高、売上高及び繰越高 （単位：千円）

区 分
前連結会計年度 当 連 結 会 計 年 度

繰 越 高 受 注 高 売 上 高 繰 越 高

土 木 416,086 1,530,146 1,446,602 499,631

建 築 205,850 533,531 223,050 516,331

合 計 621,937 2,063,677 1,669,652 1,015,962

【砕石事業部門】

　　砕石事業は、建設業界全般が依然として厳しい状況の中、積極的な営業

活動を展開してまいりました結果、当連結会計年度の売上高は15億７千７

百万円（前連結会計年度比6.2％増）となりました。

【酒類事業部門】

　　酒類事業の当連結会計年度の売上高は２億５千６百万円（前連結会計年

度比35.2％減）となりました。

【その他事業部門】

　　石油事業は、一般の取扱給油所として石油類の販売を行っております。

当連結会計年度の売上高は９千７百万円（前連結会計年度比4.4％増）とな

りました。

　　不動産事業は、株式会社才田組本店才田ビル２階から９階までの31室を

賃貸住宅としております。当連結会計年度の賃貸収入は３千万円（前連結

会計年度比2.7％増）となりました。

－ 3 －

事業の経過及びその成果
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　　太陽光発電事業は、平成25年７月より本格稼働し、当連結会計年度の売

上高は４千７百万円（前連結会計年度と同額）となりました。

　　環境事業は主に工場排水処理施設の維持管理、警備事業は保安警備等を

行っております。当連結会計年度の売上高は２億９千１百万円（前連結会

計年度比1.8％減）となりました。

　②　設備投資の状況

　　当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は、２億３千５百万円で

あります。その主なものは、砕石事業用機械装置１億４千５百万円及び砕

石事業用運搬車両４千５百万円であります。

　③　資金調達の状況

　　　特記すべき事項はありません。

(2) 直前３連結会計年度の財産及び損益の状況 （単位：千円）

区　　　分
第　58　期

(平成25年6月期)
第　59　期

(平成26年6月期)
第　60　期

(平成27年6月期)
第61期(当期)

(平成28年6月期)

売 上 高 3,795,435 4,542,947 4,406,388 3,986,853

経常利益又は経常損失
（△）

189,215 148,292 128,529 △131,042

親会社株主に帰属する当
期純利益又は当期純損失
（△）

163,299 171,980 77,330 △175,104

１株当たり当期純利益又
は当期純損失（△）

25円89銭 27円27銭 12円26銭 △27円77銭

総 資 産 5,195,671 5,335,353 5,048,289 4,850,026

純 資 産 1,920,879 2,083,441 2,126,798 1,923,133

１ 株 当 た り 純 資 産 額 304円56銭 330円41銭 337円30銭 305円00銭

（注）１．１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）は、自己株式を控除した期中平均株

式数により算出しております。

２．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等の

適用により、当連結会計年度より「当期純利益又は当期純損失（△）」を「親会

社株主に帰属する当期純利益又は当期純損失（△）」としております。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

－ 4 －
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

名 称 資　本　金 当社の議決権比率 主要な事業内容

㈱ 才 田 組 100,000千円 100.00％ 土 木 ・ 建 築 請 負

才 田 砕 石 工 業 ㈱ 100,000千円 100.00％
砕石製品製造・販売
石油商品仕入・販売

フエフーズ・ジャパン㈱ 100,000千円 100.00％ 酒類輸入・卸、小売販売

HUE FOODS COMPANY LIMITED 32,637百万VND 100.00％ 酒 類 製 造

SAITA TRADING COMPANY
L I M I T E D

1,000百万VND 100.00％ 酒 類 販 売

㈱ サ イ テ ッ ク ス 55,000千円 100.00％
工場排水処理施設維
持管理及び保安警備

㈲ 賀 和 運 送 23,000千円 100.00％ 一 般 貨 物 運 送

立 花 建 設 ㈲ 20,000千円 100.00％ 一 般 土 木 工 事

（注）１．当事業年度末日において、特定完全子会社はありません。

２．当社の子会社であるHUE FOODS COMPANY LIMITEDの販売部門を分社化するため、平

成27年９月に同社の子会社SAITA TRADING COMPANY LIMITEDを設立し、平成28年２

月よりベトナム社会主義共和国での酒類等の販売事業を開始しております。

－ 5 －
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(4) 対処すべき課題

　わが国経済の今後の見通しにつきましては、政府主導による経済政策や金

融政策により、景気は引き続き回復へと向かうことが期待されるものの、円

高や株価の下落、新興国経済の減速懸念及び英国のＥＵ離脱による欧州経済

の不透明感等、景気の先行きは依然として不透明な状況が続くものと思われ

ます。

　建設業界におきましては、民間設備投資は引き続き堅調に推移するものと

思われますが、公共投資は東京オリンピック関連や防災対策、インフラ老朽

化対策等以外については減少傾向が予想されるとともに、資材費や労務費等

の建設コスト高騰もあり、経営環境は依然として厳しい状況が続くものと予

想されます。

　このような状況を踏まえ、当社グループは、グループ企業が一体となって

経営基盤の安定を図るとともに、建設事業におきましては、低コスト・施工

管理能力・技術提案力のより一層の向上、砕石事業におきましては、徹底し

たコスト意識による製造原価の低減及び販路拡大、酒類事業及び環境事業に

おきましては、経営資源の効率的な配分による収益基盤の確立等に取り組み、

早期復配を実現すべく業績向上に邁進していく所存であります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援、ご鞭撻を賜り

ますようお願い申しあげます。

(5) 主要な事業内容（平成28年６月30日現在）

　当社グループは、建設事業及び砕石事業を主たる事業とし、他に酒類事業、

環境事業、警備事業、一般貨物運送事業を擁しております。

　株式会社才田組（建設事業）は、福岡県を中心に土木・建築請負業を行っ

ております。

　才田砕石工業株式会社（砕石事業）は、西日本有数の生産設備を有し、砕

石製品全般の製造・販売及び石油類販売業を行っております。

　HUE FOODS COMPANY LIMITED（酒類事業）は、ベトナム社会主義共和国にお

いて酒類の製造を行い、製造された商品をSAITA TRADING COMPANY LIMITED

（酒類事業）が同国内において販売を行っております。

　フエフーズ・ジャパン株式会社（酒類事業）は、HUE FOODS COMPANY LIMITED

で製造された焼酎等の商品の輸入卸及び小売販売を行っております。

　株式会社サイテックス（環境事業・警備事業）は、主に工場排水処理施設

の維持管理及び保安警備等を行っております。

　有限会社賀和運送（一般貨物運送事業）は、 大積載30ｔから軽貨物車両

まで各種車両及び重機等を有し、さまざまな貨物運搬、小規模造成工事、車

両整備等を行っております。

　立花建設有限会社（建設事業）は、福岡県小郡市を中心に一般土木事業を

行っております。

－ 6 －

対処すべき課題、主要な事業内容
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(6) 主要な営業所及び工場等（平成28年６月30日現在）

サイタホールディングス㈱ 本 店 福岡県朝倉市下渕472番地

㈱ 才 田 組
（ 子 会 社 ）

本 店 福岡市博多区光丘町一丁目２番30号

支 店 福岡県朝倉市下渕472番地

才 田 砕 石 工 業 ㈱
（ 子 会 社 ）

本 店 福岡県朝倉市下渕472番地

フエフーズ・ジャパン㈱
（ 子 会 社 ）

本 店 福岡市博多区光丘町一丁目２番30号

HUE FOODS COMPANY LIMITED
（ 子 会 社 ）

本 店
ベトナム社会主義共和国フエ市ツイスン区
レゴカット4-114

SAITA TRADING COMPANY
L I M I T E D
（ 子 会 社 ）

本 店
ベトナム社会主義共和国フエ市ツイスン区
レゴカット4-114

㈱ サ イ テ ッ ク ス
（ 子 会 社 ）

本 店 福岡県朝倉市持丸806番１

㈲ 賀 和 運 送
（ 子 会 社 ）

本 店 福岡県朝倉市下渕1478番地２

立 花 建 設 ㈲
（ 子 会 社 ）

本 店 福岡県小郡市小郡404番地の４

(7) 従業員の状況（平成28年６月30日現在）

①　企業集団の従業員の状況

事 業 セ グ メ ン ト 従　　業　　員　　数 前連結会計年度末比増減

建 設 事 業 44名 １名増

砕 石 事 業 73名 １名減

酒 類 事 業 78名 １名減

そ の 他 の 事 業 46名 １名減

合　　　　　　計 241名 ２名減

（注）従業員数は、就業人員であります。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

13名 　　　　　　　１名増 55.8歳 22.7年

（注）従業員数は、就業人員であります。なお、子会社への出向者４名は含めておりませ

ん。

－ 7 －

主要な営業所及び工場等、従業員の状況
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(8) 主要な借入先の状況（平成28年６月30日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 福 岡 銀 行 1,172,550千円

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 318,740千円

株 式 会 社 筑 邦 銀 行 227,482千円

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 190,690千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　　該当事項はありません。

２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成28年６月30日現在）

①　発行可能株式総数 21,240,000株

②　発行済株式の総数 6,610,000株

③　株主数 405名

④　大株主の状況（上位11名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

賀 和 興 産 株 式 会 社 1,740,500株 27.60％

株 式 会 社 ワ イ エ ス リ ー 1,607,000株 25.49％

才 田 組 従 業 員 持 株 会 304,225株 4.82％

株 式 会 社 福 岡 銀 行 243,000株 3.85％

キ ャ タ ピ ラ ー 九 州 株 式 会 社 151,000株 2.39％

米 田 秀 之 135,000株 2.14％

株 式 会 社 ア ー ス テ ク ニ カ 100,000株 1.59％

才 田 善 之 92,325株 1.46％

才 田 善 郎 90,000株 1.43％

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 90,000株 1.43％

株 式 会 社 筑 邦 銀 行 90,000株 1.43％

（注）１．当社は、自己株式（304,730株）を保有しておりますが、上記大株主からは除い

ております。

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

　(2) 新株予約権等の状況

　 該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成28年６月30日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 才 田 善 之

㈱ 才 田 組
才田砕石工業㈱
フエフーズ・ジャパン㈱
㈱サイテックス
HUE FOODS COMPANY LIMITED

代表取締役社長
代表取締役社長
代表取締役社長
代表取締役社長
代 表 取 締 役

取 締 役 原 野 繁 實 砕 石 事 業 担 当

取 締 役 鹿 子 生 　 　 　 忠 建 設 事 業 担 当

取 締 役 宇 田 重 信

常 勤 監 査 役 梯 　 久 男

監 査 役 鈴 川 照 美

監 査 役 森 田 公 一 社 会 福 祉 法 人 恵 徳 会 理 事 長

 (注) １．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は、次のとおりであります。

・取締役　梯久男氏は、平成27年９月29日開催の第60期定時株主総会終結の時を

もって任期満了により退任いたしました。

・監査役　宇田重信氏は、平成27年９月29日開催の第60期定時株主総会終結の時

をもって任期満了により退任いたしました。

・取締役　宇田重信氏は、平成27年９月29日開催の第60期定時株主総会において

新たに選任され、就任いたしました。

・監査役　梯久男氏は、平成27年９月29日開催の第60期定時株主総会において新

たに選任され、就任いたしました。

２．取締役　宇田重信氏は、社外取締役であります。

３．監査役　鈴川照美、森田公一の両氏は、社外監査役であります。

４．常勤監査役　梯久男氏は、以下のとおり財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。

　　・常勤監査役　梯久男氏は、長年にわたり当社管理本部に在籍し、経理・財務業

務に携わってきた経験を有しております。

５．取締役　宇田重信氏、監査役　森田公一氏は、福岡証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

②　責任限定契約の内容の概要

　　当社は、社外取締役　宇田重信氏及び監査役　梯久男氏、鈴川照美氏、

森田公一氏の各氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契

約に基づく損害賠償責任の限度額は、５百万円又は法令の定める 低責任

限度額のいずれか高い額としております。
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③　取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

5名
(1名)

13,008千円
(482千円)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

2名
(1名)

3,694千円
(900千円)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

7名
(2名)

16,702千円
(1,382千円)

 (注) １．取締役及び監査役の支給人員及び支給額には、平成27年９月29日開催の第60期定

時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名及び監査役１名を含んでおりま

す。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．支給額には、以下のものも含まれております。

当事業年度に係る役員退職慰労金の引当金繰入額

取締役　４名　 1,608千円

監査役　１名　　  94千円

４．期末現在の監査役の員数は３名ですが、無支給者が２名いるため支給人員と相違

しております。

５．上記の他、平成27年９月29日開催の第60期定時株主総会終結の時をもって退任し

た取締役に対し、同株主総会決議に基づき役員退職慰労金を以下のとおり支給し

ております。

取締役　１名　 3,350千円

－ 10 －
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④　社外役員に関する事項

　　ｲ)　他の法人等の重要な兼職の状況及びその法人等と当社との関係

区　　分 氏 　 　 名 重要な兼職の状況 当社との関係

監 査 役 森 田 公 一 社会福祉法人恵徳会理事長 特別の関係はありません。

　　　　ﾛ)　当事業年度における主な活動状況

区　　分 氏　　名 主な活動状況

取 締 役 宇 田 重 信

　監査役任期中の当事業年度に開催された取締役会

３回の全て、監査役会２回の全てに出席し、また、

平成27年９月29日就任以降に開催された取締役会14

回の全てに出席し、主に銀行業務を通じて培われた

豊富な経験を活かし、経営上有用な指摘・意見等の

発言を行っております。

監 査 役 鈴 川 照 美

　当事業年度に開催された取締役会17回のうち８

回、監査役会６回の全てに出席し、主に福岡県警察

で培われた豊富な経験から、経営上有用な指摘・意

見等の発言を行っております。

監 査 役 森 田 公 一

　当事業年度に開催された取締役会17回のうち10

回、監査役会６回の全てに出席し、主に社会福祉法

人恵徳会理事長としての豊富な経験から、経営上有

用な指摘・意見等の発言を行っております。

－ 11 －
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(4) 会計監査人の状況

①　名　　　称　　　　　如水監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 　18,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額

　18,000千円

 (注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で

きませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額には、これらの

合計額を記載しております。

２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指

針」を踏まえ、前期の監査実績の分析・評価、監査計画の監査時間・配置計画、

会計監査人の職務遂行状況、報酬見積の相当性等を確認し、検討した結果、会計

監査人の報酬額につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められるときは、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解

任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招

集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告

いたします。また、監査役会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に

判断し、監査の適正性及び信頼性が確保できないと認めたときは、株主総

会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定い

たします。
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　(5)　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

　　　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他業務の適正を確保するための体制についての取締役会決議の内容の概

要は、以下のとおりであります。

　　①　当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

　　　ｲ)　当社の取締役は、「倫理規程」で定める行動規範及び行動指針に基づ

き、職務の執行を行う。

　　　ﾛ)　当社の取締役は、取締役相互において、法令及び定款への適合性を監

視するとともに、毎月の取締役会において、それぞれ委嘱された職務の

執行状況を報告する。

　　　ﾊ)　当社の取締役は、「内部通報規程」に基づき、通報窓口を設置し、不

正行為等の早期発見と是正、コンプライアンス経営の強化を図る。

　　　ﾆ)　当社の取締役は、反社会的勢力からの不当要求等に対しては、弁護士、

警察等と連携し、組織的に対応する。

　　②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　　　　当社の取締役は、「情報資産管理規程」に基づき、当社の取締役会及

びその子会社の営業会議等重要な会議の意思決定に係る情報、当社の代

表取締役社長決裁の事項等を記録・保存するとともに、それらを適切に

管理し、必要な関係者が閲覧できる体制を整備する。

　　③　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　ｲ)　当社の経営に重大な影響を及ぼすリスクを認識し、評価する仕組みを

構築・整備する。

　　　ﾛ)　当社の経営に重大な影響を及ぼす不測の事態が発生し、又は発生する

恐れが生じた場合、有事の対応を迅速に行うとともに、当社の取締役会

を中心として全社的かつ必要であれば、企業グループとして再発防止策

を講じる。

　　④　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体

制

　　　ｲ)　当社の取締役は、「職務分掌規程」及び「職務権限規程」に基づき、

担当部署の分掌事項、職務権限を明確に把握し、迅速な意思決定が行え

るよう必要な施策、相互連携を確保する。

      ﾛ)　当社の取締役会付議に係る重要事項については、担当部署で事前審議

を行い、論点を整理したうえで取締役会へ上程することにより、取締役

会における意思決定の効率化を図る。
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　　⑤　当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

　　　ｲ)　当社の使用人は、「倫理規程」で定める行動規範及び行動指針に基づ

き、職務の執行を行う。

　　　ﾛ)　当社の使用人は、常に法令及び定款への職務の適合性を確認するとと

もに、「職務権限規程」で定める権限の範囲内において職務の執行を行

う。

　　⑥　次に掲げる体制その他の当社並びにその子会社から成る企業集団におけ

る業務の適正を確保するための体制

　　  ｲ)　当社の取締役は、子会社との緊密な連携のもと、企業グループとして

の法令等を遵守した健全で持続的な事業の発展に努める。

      ﾛ)　当社の子会社の取締役、業務を執行する社員、会社法第598条第１項の

職務を行うべき者その他これらの者に相当する者の職務の執行に係る事

項については、「グループ会社管理規程」に基づき、当社の担当取締役

へ報告を行うとともに、重要案件については事前協議を行う。

　　　ﾊ)　当社の子会社において、経営に重大な影響を及ぼす不測の事態が発生

し、又は発生する恐れが生じた場合、有事の対応を迅速に行うとともに、

当社の担当取締役に報告し、当社の取締役会を中心として全社的かつ必

要であれば、企業グループとして再発防止策を講じる。

　　　ﾆ)　当社の子会社の取締役等は、「職務分掌規程」及び「職務権限規程」

に基づき、担当部署の分掌事項、職務権限を明確に把握し、重要案件に

ついては、「グループ会社管理規程」に基づき、当社の担当取締役と事

前に合議を行い、迅速な意思決定が行えるよう必要な施策、相互連携を

図る。

　　　ﾎ)　当社の子会社の取締役及び使用人は、「倫理規程」で定める行動規範

及び行動指針に基づき、職務の執行を行うこととし、当社の監査役会及

び内部監査室において、子会社の内部監査を実施し、法令及び定款への

適合性を監視する。

　　⑦　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に

おける当該使用人に関する事項

　　　　　当社の監査役からの要請があれば、必要に応じて当該監査役の業務補

助を行うスタッフを配置する。

　　⑧　前号の使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項

　　　　　当社の監査役より監査業務に必要な命令を受けたスタッフは、その命

令に関して、取締役等の指揮命令を受けないものとする。
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　　⑨　次に掲げる体制その他当社の監査役への報告に関する体制

　　　ｲ)　当社の取締役及び使用人は、会社経営及び事業運営上の重要事項、業

務執行状況並びに結果について、社内会議体等を通じて、その内容を監

査役に報告する。

　　  ﾛ)　当社の取締役は、会社経営に著しい影響を与える事態が生じた場合、

速やかに監査役に報告する。

　　　ﾊ)　当社の子会社の取締役、業務を執行する社員、会社法第598条第１項の

職務を行うべき者その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれら

の者から報告を受けた者は、当該子会社の会社経営及び事業運営上の重

要事項、業務執行状況並びに結果について、監査役に報告する。

　　　ﾆ)　上記ｲ)からﾊ)の報告をした者に対し、「内部通報規程」で定める通報

者等の保護に基づき、不利益となる取扱いを行わない。また、当該報告

をしたことにより、当該報告者の職場環境が悪化することのないように

適切な措置を講じる。

　　⑩　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続そ

の他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

　　　　　当社の監査役から下記ｲ)からﾊ)の請求を受けたときは、当該請求に係

る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明しな

い限り、これを拒むことはできない。

　　　ｲ)　費用の前払の請求

　　　ﾛ)　支出した費用及び支出の日以後におけるその利息の償還の請求

　　　ﾊ)　負担した債務の債権者に対する弁済（当該債務が弁済期にない場合に

あっては、相当の担保の提供）の請求

　　⑪　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

　　　ｲ)　当社の監査役は、独立した立場から、当社並びにその子会社の取締役

等による業務が適正に確保されているかを当社の取締役会への出席等を

通じて監査する。

　　　ﾛ)　当社の取締役と監査役は、相互の意思疎通を図るため、適宜会合をも

つ。

　　　ﾊ)　当社の取締役は、監査役の職務の適切な執行のため、当該監査役との

意思疎通､情報収集・交換が行えるように協力する。

　　　ﾆ)　当社の取締役は、監査役が必要と認めた重要な取引先の調査に協力す

る。
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　　　ﾎ)　当社の取締役は、監査役の職務遂行にあたり、当該監査役が必要と認

めた場合､弁護士や会計監査人等との連携を図れる環境を整備する。

　　　上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおり

であります。

　　①　コンプライアンス体制

　　　ｲ)　「倫理規程」に定める行動規範及び行動指針を当社及び子会社の役員

及び使用人に配布又は社内ホームページに掲載し、周知徹底を図ってお

ります。

　　　ﾛ)　「内部通報規程」の主旨、通報の方法、通報者及び個人情報の保護等

を当社及び子会社の役員及び使用人に配布又は社内ホームページに掲載

し、周知徹底を図っております。

　　②　リスク管理体制

　　　ｲ)　内部監査により、業務プロセスにおけるリスクの洗い出し及びフォロ

ーを実施しております。

　　　ﾛ)　情報の機密性及び可用性を確保、維持するための情報セキュリティに

関する行動規範を示し、情報漏洩等による信用・信頼の喪失を避けるこ

とを目的として「情報資産管理規程」を策定しており、内部監査を通じ

てその有効性を確認しております。

　　③　取締役及び監査役の職務の執行

　　　ｲ)　当社は、取締役会を原則毎月１回、その他必要に応じて開催するとと

もに当社代表取締役及び取締役並びに常勤監査役が子会社の経営会議等

に定期的に出席し、月次決算や業務の定期報告を受け、重要事項の事前

協議を行うなど、グループ全体の業務の適正を確保する体制整備を図っ

ております。

　　　ﾛ)　監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとと

もに、当社取締役会、子会社の経営会議等の重要会議に出席しておりま

す。また、適宜、当社代表取締役、内部監査部門、会計監査人と情報交

換を実施しております。

　(6)　会社の支配に関する基本方針

　　　当社では、会社の財務及び事業の方針決定を支配する者のあり方に関する

方針については、特に定めておりません。

（注）１．本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨て、比

率は四捨五入により表示しております。

　　　２．売上高等の記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成28年６月30日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

未 成 工 事 支 出 金 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機械・運搬具・工具器具備品

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

採 石 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

退職給付に係る資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,291,990

1,168,715

855,965

190,977

53,512

25,791

△2,971

2,558,036

1,766,280

354,419

576,202

755,770

34,062

45,824

15,329

12,666

2,663

776,425

238,061

173,555

37,290

57,406

332,443

△62,331

流 動 負 債 2,387,020

支払手形・工事未払金等 492,137

短 期 借 入 金 1,650,309

リ ー ス 債 務 15,578

未 払 費 用 79,005

未 払 法 人 税 等 8,505

工 事 損 失 引 当 金 6,300

賞 与 引 当 金 4,985

そ の 他 130,199

固 定 負 債 539,871

長 期 借 入 金 338,966

リ ー ス 債 務 24,173

退職給付に係る負債 141,216

役員退職慰労引当金 30,102

そ の 他 5,413

負 債 合 計 2,926,892

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,964,839

資 本 金 942,950

資 本 剰 余 金 716,574

利 益 剰 余 金 341,043

自 己 株 式 △35,728

その他の包括利益累計額 △41,706

その他有価証券評価差額金 △29,030

為 替 換 算 調 整 勘 定 △12,675

純 資 産 合 計 1,923,133

資 産 合 計 4,850,026 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,850,026
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連 結 損 益 計 算 書

(平成27年７月１日から
平成28年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 1,669,652

兼 業 事 業 売 上 高 2,317,201 3,986,853

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 1,710,099

兼 業 事 業 売 上 原 価 1,661,055 3,371,155

売 上 総 利 益

　 完 成 工 事 総 損 失 40,447

　 兼 業 事 業 総 利 益 656,146 615,698

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 696,071

営 業 損 失 80,373

営 業 外 収 益

受 取 利 息 897

受 取 配 当 金 2,620

固 定 資 産 賃 貸 料 4,396

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 31,483

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 7,016

そ の 他 5,309 51,724

営 業 外 費 用

支 払 利 息 23,474

為 替 差 損 68,952

そ の 他 9,966 102,393

経 常 損 失 131,042

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 9,982 9,982

特 別 損 失

減 損 損 失 45,283 45,283

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 166,343

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 14,915
法人税等の更正、決定等による納付
税 額 又 は 還 付 税 額

14,415

法 人 税 等 調 整 額 △20,569

当 期 純 損 失 175,104

親会社株主に帰属する当期純損失 175,104

－ 18 －

連結損益計算書



2016/08/30 9:27:44 / 16190433_サイタホールディングス株式会社_招集通知

連結株主資本等変動計算書

(平成27年７月１日から
平成28年６月30日まで)

(単位：千円)

株　　主　　資　　本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 942,950 716,574 535,063 △35,728 2,158,859

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △18,915 △18,915

親会社株主に帰
属する当期純損
失

△175,104 △175,104

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － △194,020 － △194,020

当 期 末 残 高 942,950 716,574 341,043 △35,728 1,964,839

その他の包括利益累計額

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 20,492 △52,553 △32,061 2,126,798

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △18,915

親会社株主に帰
属する当期純損
失

△175,104

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
△49,523 39,878 △9,644 △9,644

当期変動額合計 △49,523 39,878 △9,644 △203,665

当 期 末 残 高 △29,030 △12,675 △41,706 1,923,133
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　当社の子会社のうち、株式会社才田組、才田砕石工業株式会社、フエフーズ・ジャパン

株式会社、株式会社サイテックス、有限会社賀和運送、立花建設有限会社、HUE FOODS 

COMPANY LIMITED及びSAITA TRADING COMPANY LIMITEDの８社を連結しております。

②　連結範囲の変更

　　当連結会計年度から、新規に設立しましたSAITA TRADING COMPANY LIMITEDを連結の範囲

に含めております。

③　非連結子会社の名称等

　　当社の子会社有限会社山本商店は、小規模であり、その総資産額、売上高、当期純損益

及び利益剰余金は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範

囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　当社の関連会社は、朝倉生コンクリート株式会社の１社のみであり、持分法を適用して

おります。

②　持分法を適用していない非連結子会社は、有限会社山本商店であります。当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　全ての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

ｲ）有価証券

その他有価証券の時価のあるものの評価は、決算日の市場価格等に基づく時価法によ

っております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。）

その他有価証券の時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっておりま

す。

ﾛ）たな卸資産

未成工事支出金は個別法による原価法、石油等に係る商品は先入先出法による原価

法、酒類に係る商品は移動平均法による原価法、製品は売価還元原価法及び貯蔵品は移

動平均法による原価法（いずれも貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）により算定しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

ｲ）有形固定資産（リース資産を除く）

当社の砕石工場に係る有形固定資産

　定額法を採用しております。

当社の砕石工場を除く有形固定資産及び国内連結子会社

　定率法を採用しております。ただし、平成10年4月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）及び平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定

額法によっております。
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　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10年～50年

砕石製造設備に係る機械装置 12年

その他の機械装置及び運搬具 ２年～８年

ﾛ）無形固定資産

採石権については、生産高比例法を採用しております。

ﾊ）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

ｲ）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

ﾛ）工事損失引当金

工事の損失に備えるため、損失見込額を計上しております。

ﾊ）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づいて計上してお

ります。

ﾆ）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

④　退職給付に係る会計処理に関する事項

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づく簡便法を適用しております。

⑤　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認め

られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の

工事については工事完成基準を適用しております。

⑥　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

ｲ）消費税等の会計処理

消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

ﾛ）連結納税制度

連結納税制度を適用しております。
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（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企

業結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22

号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）、及び「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」と

いう。)等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生し

た連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度

の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の

配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法

に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配

株主持分への表示の変更を行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計

基準第44－５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに

従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　これによる連結計算書類に与える影響はありません。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度から適用

し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定

率法から定額法に変更しております。

　これによる連結計算書類に与える影響はありません。
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２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 5,863,825千円

(2) 担保に供している資産並びに担保付債務は、次のとおりであります。

（担保資産）

現 金 預 金 101,155千円

建 物 ・ 構 築 物 232,227千円

機械・運搬具・工具器具備品 118,346千円

土 地 670,158千円

投 資 有 価 証 券 13,911千円

合　　計 1,135,799千円

（担保付債務）

短 期 借 入 金 1,530,466千円

長 期 借 入 金 416,553千円

(一年以内返済予定長期借入金を含む)

合　　計 1,947,020千円

(3) 債務保証

有限会社山本商店の金融機関からの借入債務に対する保証が16,656千円あります。

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 6,610,000株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決　議 株 式 の 種 類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年９月29日
定時株主総会

普通株式 18,915 3 平成27年６月30日 平成27年９月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

　るもの

　　該当事項はありません。
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４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行

等金融機関からの借入によっております。

　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、営業管理規程

に沿ってリスクの低減を図っております。

　なお、連結子会社についても、当社の営業管理規程に準じて同様の管理を行っております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに

晒されております。投資有価証券については、市況や取引先企業との関係を勘案して、保有

状況を継続的に見直しております。

　営業債務である支払手形・工事未払金等は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であり

ます。

　短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。

　営業債務や短期借入金の流動性リスクは、当社担当部署でグループ会社全体を一括管理す

ることで、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成28年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金預金
(2) 受取手形・完成工事未収入金等
(3) 投資有価証券

資　産　計

1,168,715
855,965
79,909

2,104,589

1,168,715
855,965
79,909

2,104,589

－
－
－
－

(4) 支払手形・工事未払金等
(5) 短期借入金
(6) 長期借入金

負　債　計

492,137
1,650,309
338,966

2,481,413

492,137
1,650,309
339,548

2,481,994

－
－
581
581

(注)１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1) 現金預金、(2) 受取手形・完成工事未収入金等

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4) 支払手形・工事未払金等、(5) 短期借入金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

－ 24 －
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(6) 長期借入金

　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非 上 場 株 式 158,152

　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。

５．賃貸等不動産に関する注記

　当社は、福岡市博多区に賃貸用のマンション（土地を含む）を有しております。

　平成28年６月期における当該賃貸用不動産に関する賃貸損益は7,073千円であります。また、

当該賃貸用不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりで

あります。

連結貸借対照表計上額（千円）
当連結会計年度末の時価

（千円）
当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

109,190 △4,587 104,603 139,054

 (注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま

す。

２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて、自社

で算定した金額であります。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 305円00銭

(2) １株当たり当期純損失 27円77銭

７．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 25 －
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貸　借　対　照　表
（平成28年６月30日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

未 収 入 金

立 替 金

関係会社短期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

立 木

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

採 石 権

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

破 産 ・ 更 生 債 権 等

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

長 期 前 払 費 用

会 員 権

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金

583,497

392,596

4,430

1,802

98,515

284

83,814

1,553

500

3,029,758

1,692,295

227,518

131,047

500,178

1,180

6,265

755,826

45,824

24,453

15,135

12,666

2,469

1,322,327

90,994

876,823

455

7,830

386,551

31,889

210

173,555

7,556

12,002

1,214

162,382

△429,137

流 動 負 債 1,654,270

短 期 借 入 金 1,500,000

一年以内返済予定長期借入金 86,640

リ ー ス 債 務 5,945

未 払 金 57,747

未 払 費 用 1,984

預 り 金 1,679

前 受 金 38

賞 与 引 当 金 235

固 定 負 債 486,235

長 期 借 入 金 333,958

リ ー ス 債 務 20,720

退 職 給 付 引 当 金 12,136

預 り 敷 金 5,413

役員退職慰労引当金 30,102

債務保証損失引当金 37,558

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 46,348

負 債 合 計 2,140,506

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,501,780

資 本 金 942,950

資 本 剰 余 金 716,574

資 本 準 備 金 235,737

その他資本剰余金 480,836

資本準備金減少差益 480,836

利 益 剰 余 金 △122,015

その他利益剰余金 △122,015

繰越利益剰余金 △122,015

自 己 株 式 △35,728

評価・換算差額等 △29,030

その他有価証券評価差額金 △29,030

純 資 産 合 計 1,472,749

資 産 合 計 3,613,255 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,613,255
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損　益　計　算　書

(平成27年７月１日から
平成28年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高

不 動 産 事 業 収 入 30,317

発 電 事 業 収 入 47,885

関 係 会 社 経 営 管 理 料 121,820 200,023

売 上 原 価

不 動 産 事 業 原 価 23,243

発 電 事 業 原 価 30,131 53,375

売 上 総 利 益 146,647

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 167,705

営 業 損 失 21,057

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,232

受 取 配 当 金 3,515

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 2,982

固 定 資 産 賃 貸 料 6,285

そ の 他 2,400 19,416

営 業 外 費 用

支 払 利 息 21,171

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 44,451

そ の 他 1,346 66,969

経 常 損 失 68,610

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 9,849 9,849

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 29,000

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 37,558

関係会社事業損失引当金繰入額 46,348 112,906

税 引 前 当 期 純 損 失 171,666

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,011

法人税等の更正、決定等による納付
税 額 又 は 還 付 税 額

5,042

法 人 税 等 調 整 額 1,368

当 期 純 損 失 181,089

－ 27 －
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株主資本等変動計算書

(平成27年７月１日から
平成28年６月30日まで)

(単位：千円)

株　　主　　資　　本

資 本 金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金 資 本

剰 余 金
合 計

そ の 他
利 益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計資 本

準 備 金
減少差益

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 942,950 235,737 480,836 716,574 77,989 77,989

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △18,915 △18,915

当 期 純 損 失 △181,089 △181,089

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － △200,005 △200,005

当 期 末 残 高 942,950 235,737 480,836 716,574 △122,015 △122,015

株　　主　　資　　本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計自己株式

株主資本
合 計

そ の 他 有
価 証 券 評
価 差 額 金

評価・換算
差 額 等
合 計

当 期 首 残 高 △35,728 1,701,785 20,492 20,492 1,722,278

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △18,915 △18,915

当 期 純 損 失 △181,089 △181,089

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
△49,523 △49,523 △49,523

当期変動額合計 － △200,005 △49,523 △49,523 △249,529

当 期 末 残 高 △35,728 1,501,780 △29,030 △29,030 1,472,749
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 個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

②　その他有価証券

　時価のあるものについては、期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっており、時価のないも

のについては、移動平均法による原価法によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

当社の砕石工場に係る有形固定資産

　定額法を採用しております。

当社の砕石工場を除く有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）及び平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法

によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10年～50年

砕石製造設備に係る機械装置 12年

その他の機械装置及び運搬具 ２年～８年

②　採石権については、生産高比例法によっております。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準に基づいて計上して

おります。

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

⑤　債務保証損失引当金

　債務保証に係る損失に備えるため、被保証会社の財政状態等を勘案し、損失負担見込額

を計上しております。

⑥　関係会社事業損失引当金

　関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該関係会社の財政状態等を勘案し、必要と

認められる額を計上しております。
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(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

②　連結納税制度

　連結納税制度を適用しております。

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業

結合会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、

取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、

当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取

得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変

更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離等

会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から

将来にわたって適用しております。

　これによる計算書類に与える影響はありません。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度から適用し、平成

28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定

額法に変更しております。

　これによる計算書類に与える影響はありません。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 5,559,958千円

(2) 担保に供している資産並びに担保付債務は、次のとおりであります。

（担保資産）

現 金 預 金 101,155千円

建 物 160,893千円

構 築 物 71,334千円

機 械 装 置 82,128千円

土 地 670,158千円

投 資 有 価 証 券 13,911千円

合　　計 1,099,580千円

上記に係る担保付債務額 1,909,462千円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

関係会社に対する短期金銭債権 84,966千円

関係会社に対する短期金銭債務 28,553千円

(4) 保証債務

　株式会社才田組の工事契約に係る契約履行保証金45,489千円に対して、再保証を行ってお

ります。

　HUE FOODS COMPANY LIMITEDのベトナム農業農村銀行及び三菱UFJリース㈱からの借入金

37,558千円に対して、債務保証を行っております。

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売 上 高 121,820千円

営 業 費 788千円

営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 6,040千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 304,730株
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

退 職 給 付 引 当 金 1,872千円

貸 倒 引 当 金 損 金 算 入 限 度 超 過 額 129,943千円

債 務 保 証 損 失 引 当 金 11,372千円

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 14,034千円

関 係 会 社 株 式 152,357千円

投 資 有 価 証 券 15,591千円

会 員 権 16,412千円

出 資 金 2,846千円

土 地 5,495千円

立 木 7,454千円

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 9,114千円

未 収 入 金 2,923千円

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 9,249千円

未 払 事 業 税 768千円

税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 330千円

賞 与 引 当 金 71千円

そ の 他 382千円

繰 延 税 金 資 産 （ 小 計 ） 380,224千円

評 価 性 引 当 額 △376,798千円

繰 延 税 金 資 産 （ 合 計 ） 3,426千円

（繰延税金負債）

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △658千円

繰 延 税 金 負 債 （ 合 計 ） △658千円

繰 延 税 金 資 産 （ 純 額 ） 2,767千円

６．関連当事者との取引に関する注記

(1) 役員及び個人主要株主等

属 性
会社等の

名称
又は氏名

住所
資本金
(千円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の 所 有
（ 被 所
有）割合
(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

役員及
びその
近親者

才田善之 － －
当社代
表取締
役社長

(被所有)
1.46

－ －
被債務保証

(注)
190,690 － －

(注)　代表取締役社長才田善之は、㈱日本政策金融公庫からの当社借入に対して債務保証を

行っております。また、当社は同氏へ保証料の支払は行っておりません。
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(2) 子会社等

属 性
会社等の

名称
住所 資本金

事業の
内容

議決権等
の所有割
合
(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千円)
(注4)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

 連結
子会社

㈱才田組 福 岡 市
100,000

千円
建設業

直接
100.0

 役員
 ２人

経営管理
経営管理
料の受取
(注1)

1,000
未収
入金

1,041

不動産賃貸
賃貸料の
受取
(注2)

2,135 － －

債務保証
債務保証
(注3)

45,489 － －

資金の受託

資金の受
託
(注7)

－ － －

支払利息 405 － －

 連結
子会社

才田砕石
工業㈱

福 岡 県
朝 倉 市

100,000
千円

砕石製
造販売
等

直接
100.0

 役員
 ２人

経営管理
経営管理
料の受取
(注1)

112,100
未収
入金

68,028

不動産賃貸
賃貸料の
受取
(注2)

97,403 － －

事業資金の
貸付

資金の受
託
(注7)

－ － －

支払利息 230 － －

 連結
子会社

フエフー
ズ・ジャパ
ン㈱

福 岡 市
100,000

千円

酒類輸
入販売
業

直接
100.0

 役員
 １人

経営管理

経営管理
料の受取
(注1)

2,520

関係
会社
短期
貸付
金

83,814

資金の貸
付
(注7)

－

未収
入金

922

立替
金

235

不動産賃貸

事業資金の
貸付

受取利息 2,176

関係
会社
長期
貸付
金
(注5)
－

146,185

－

 連結
子会社

HUE FOODS
COMPANY 
LIMITED

ベ ト ナ
ム

32,637
百万VND

酒類製
造販売
業

直接
100.0

 役員
 １人

事業資金の
貸付

資金の貸
付
(注7)

－

関係
会社
長期
貸付
金
(注6)

240,366

債務保証
(注8)

37,558 － －

受取利息 1,258 － －

（注）１．経営管理料は「経営管理業務委託契約書」に基づいて決定しております。

２．賃貸料として貸与固定資産の減価償却費相当額を受け取っております。

３．㈱才田組の工事契約に係る契約履行保証金に対して、再保証を行っております。

なお、保証料は受領しておりません。
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４．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。

５．フエフーズ・ジャパン㈱への関係会社長期貸付金に対し、146,185千円の貸倒引

当金を計上しております。また、当事業年度において、27,272千円の貸倒引当金

繰入額（営業外費用）を計上しております。

６．HUE FOODS COMPANY LIMITEDへの関係会社長期貸付金に対し、240,366千円の貸倒

引当金を計上しております。また、当事業年度において、17,178千円の貸倒引当

金繰入額（営業外費用）、37,558千円の債務保証損失引当金繰入額（特別損失）、

46,348千円の関係会社事業損失引当金繰入額（特別損失）を計上しております。

７．資金の受託及び資金の貸付の金利については、市場金利を勘案して決定しており

ます。

８．HUE FOODS COMPANY LIMITEDのベトナム農業農村銀行及び三菱UFJリース㈱から

の借入に対して債務保証を行っております。なお、保証料は受領しておりませ

ん。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 233円57銭

(2) １株当たり当期純損失 28円72銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 34 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年８月25日

サイタホールディングス株式会社

取 締 役 会 御 中

如　水　監　査　法　人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 永 利 新 一 

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 廣 島 武 文 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、サイタホールディン
グス株式会社の平成27年７月１日から平成28年６月30日までの連結会計年度
の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不
正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかにつ
いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤
謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び
適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用
方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計
算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、サイタホールディングス株式会社及び連
結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年８月25日

サイタホールディングス株式会社

取 締 役 会 御 中

如　水　監　査　法　人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 永 利 新 一 

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 廣 島 武 文 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、サイタホール

ディングス株式会社の平成27年７月１日から平成28年６月30日までの第61期

事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査

法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策

定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査

証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ

り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス

クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその

附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検

討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附

属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成27年７月１日から平成28年６月30日までの第61期事業年度の取締役の職務の執行に関して、

各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受

けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、

内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下

の方法で監査を実施いたしました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況

を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要

に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整

備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい

て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会

計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人

から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）

を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を

受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに

関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人如水監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人如水監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年８月30日

サイタホールディングス株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 梯 　 久 男 

社 外 監 査 役 鈴 川 照 美 

社 外 監 査 役 森 田 公 一 

以　上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

１．議決権の代理行使の勧誘者 サイタホールディングス株式会社

代表取締役社長 才 田 善 之

２．議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　　　当社は、平成28年６月期の単体決算におきまして、122,015,636円の繰越利

益剰余金の欠損を計上いたしました。今後の資本政策上の機動性を確保する

ため、会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金の額を繰越利益剰余

金の欠損額と同額だけ減少させ、繰越利益剰余金に振り替えることにより、

繰越利益剰余金の欠損を補填したいと存じます。

　　　なお、株主の皆様には誠に申し訳なく存じますが、当期の期末配当につき

ましては、無配とさせていただきたく存じます。

　　　(1) 減少する剰余金の項目及びその額

その他資本剰余金　　122,015,636円

　　　(2) 増加する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金　　　122,015,636円

　　　(3) 増減後の剰余金の残高

その他資本剰余金　　358,820,851円

繰越利益剰余金　　　　　　　　0円

－ 40 －

議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類、利益剰余金処分議案
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第２号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名

の選任をお願いするものであります。また、候補者からは、監査役が任期中

に退任し、法令に定める監査役の員数を欠く場合に監査役に就任する旨の承

諾を得ております。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役の候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

ふな

舟
き

木
まさ

正
ゆき

之

(昭和22年10月１日生)

昭和43年２月　　当社入社

平成12年10月　　砕石事業本部砕石営業部長

平成16年８月　　当社退社

21,000株

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　２．舟木正之氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

　　　３．舟木正之氏を補欠の社外監査役として選任する理由

舟木正之氏は、過去に会社経営に関与した経験はありませんが、当社の建設事業

及び砕石事業に精通しており、その専門性と経験を活かして社外監査役としての

職務を適切に遂行していただけるものとして選任をお願いするものであります。

　　　４．舟木正之氏の選任が承認され、同氏が社外監査役に就任された場合、当社は同氏

との間で会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する旨の責任限定契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損

害賠償責任の限度額は、500万円以上であらかじめ定めた額又は法令が規定する

額のいずれか高い額としております。

以　上

－ 41 －

補欠監査役選任議案
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株主総会会場ご案内図

会　場　福岡県朝倉市下渕472番地

サイタホールディングス株式会社　２階会議室

ＴＥＬ0946-22-3875

至秋月

「下渕」バス停

「甘木中央」
バス停

サイタホールディングス株式会社　本店

国道386号バイパス

国道386号
至
福
岡

至
鳥
栖

至
日
田

至
日
田

九州横断自動車道

甘木鉄道
甘木駅

　西鉄
甘木駅

至久留米

甘木IC

総合市民センター

朝倉警察署

イオン甘木

朝倉生コン

才田砕石工業㈱
ガソリンスタンド

ニチリウ永瀬

才田砕石工業㈱砕石工場

国
道
３
２
２
号

交通のご案内

・九州横断自動車道甘木インターから車で約10分

・甘木鉄道甘木駅、西鉄甘木駅から車で約７分

・「甘木鉄道甘木駅」、「西鉄甘木駅」又は「甘木中央」バス停から甘木観光

バス「秋月」行き乗車、「下渕」バス停下車、徒歩約１分

地図




